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平成２２年度 内閣府税制改正要望結果 
平成２２年２月１８日 

【市民活動の促進】 

要 望 項 目 結    果 担 当 者 

【拡充・延長】 

特定非営利活動法人に係る税制上の特

例措置（法人税、法人住民税、事業税） 

 

認定特定非営利活動法人制度を見直

し、寄附税制を拡充するとともに、認定

手続きの簡素化・審査期間の短縮などを

行う。 
 

具体的には、 

１ 初回申請における実績判定期間の

特例（来年３月終了）を延長するこ

と。 

 

２ 認定要件の緩和と申請書類の明確

化を行い、書類審査のみを原則とす

るなど認定手続きの簡素化を進める

こと。 

 

３ 審査期間を原則４ヶ月以内に短縮

し、審査体制を一層強化すること。 

 

 

 

４ みなし寄附金の制度の控除限度額

を、学校法人・社会福祉法人・更正保

護法人並みの所得金額の５０％（ま

たは２００万円）へ引き上げること。 

 

 

 

 

国税庁が行う特定非営利活動法人の認定審査について、２回目以降の認定

は、原則として、書面審査により行うこととし、適正性の確保については、事後

的な実地確認により行うこととする。併せて、認定手続きの簡素化等を図るた

め、次の見直しを行う。 
 

 

１ 初回の認定を受けようとする特定非営利活動法人のパブリック・サポート・テ

スト等の実績判定期間を２年（原則５年）とすることができる特例の適用期限

を１年延長する（平成２３年３月３１日までの申請が対象）。 

 

２ 認定特定非営利活動法人の申請書の添付書類及び各事業年度の報告書

類等について簡素化を行う。 

 

 

 

３ 特定非営利活動法人の認定申請に標準処理期間（６月）を設定し、これを国

税庁のホームページで公表し、また、各都道府県庁所在地にある税務署に

特定非営利活動法人の認定申請の相談窓口を設けるなど事前相談体制を

充実するとともに、審査体制を強化する。 

 

４ 市民公益税制プロジェクト・チームの設置 

市民公益税制に係るプロジェクト・チームにおいて、寄附税制や公益活動を

担う法人（特定非営利活動法人や公益法人など）に係る税制について、専

門的・総合的観点から検討する。 

内閣府大臣官房市民活動

促進課課長 

北池 隆 

(℡: 03-3581-9965) 
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要 望 項 目 結    果 担 当 者 

 

 [文部科学省要望] 

所得税の寄附金控除の適用下限 

額の引下げ 

 

 寄附金控除の適用下限額を２千円（現行５千円）に引き下げる。 

 （注）上記の改正は、平成２２年分以後の所得税について適用する。 

 

 

【民間資金等活用事業（PFI）の推進】 

要 望 項 目 結    果 担 当 者 

【延長】 

民間資金等の活用による公共施設

等の整備等の促進に関する法律

（平成１１年法律第１１７号）に基づ

き実施される公共施設等の整備等

に係る特例措置 

（固定資産税、都市計画税、不動産

取得税） 

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に基づき、国

又は地方公共団体により選定された選定事業者が、選定事業により整備する公共

施設のうち公共代替性が高く、民間競合のおそれのない施設の用に供する家屋及

び償却資産に係る固定資産税、都市計画税及び不動産取得税の課税標準の特例

措置について、その適用期限を５年延長したうえ、廃止する。 

政策統括官（経済財政・シス

テム担当）付参事官（ＰＦＩ推

進室） 

稗田 昭人 

(℡: 03-3581-0264) 

 

【防災対策の推進】 

要 望 項 目 結    果 担 当 者 

【延長】 

地震防災対策用資産に係る課税標

準の特例措置 

（固定資産税） 

東海地震に係る地震防災対策強化地域、東南海・南海地震及び日本海溝・千島

海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策推進地域において、不特定多数の者が

利用する施設や危険物施設の管理者等が緊急地震速報受信装置等の地震防災対

策用資産の取得をした場合における固定資産税の課税標準に関する特例措置（最

初の３年間、価格の２／３）を４年延長（平成２６年３月３１日までに取得されたも

の。）したうえ、廃止する。 

政策統括官（防災担当）付参

事官（地震・火山・大規模水

害対策担当）  

越智 繁雄 

(℡: 03-3501-5693) 
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【沖縄の振興等】 

要 望 項 目 結    果 担 当 者 

沖縄におけるガソリン税に係る軽減

措置の継続 

（揮発油税、地方揮発油税） 

現行の軽減措置を引き続き実施する。 

なお、揮発油価格の高騰時の課税停止措置が発動される場合においても、現行

の負担軽減割合を勘案した税率とする。 

沖縄振興局参事官（調査金

融担当）  川島 俊通 

（℡:03-3581-1027） 

【創設】 

試験研究等を目的とする独立行政

法人への寄附金に係る指定寄附金

制度の創設 

 

税制調査会に設置する市民公益税制に係るプロジェクト・チームの一つの課

題として、引き続き検討する。 
沖縄振興局総務課事業振興

室長 中村裕一郎 

(℡:03-3581-9974) 

※平成２２年度税制改正大綱に、沖縄路線航空機に積み込まれる航空機燃料に係る航空機燃料税の税率の特例措置の対象に、貨物便を追加 

することが盛り込まれた。 

 

【廃止】 

・ 事業用建築物に係る耐震改修促進税制（所得税、法人税） 

・ 地域再生事業の推進に係る税制上の特例措置（所得税、個人住民税） 

・ 地域における再チャレンジ支援事業の促進に係る税制上の特例措置（法人税、法人住民税、事業税） 

 
[照会先］ 

大臣官房企画調整課 
  課長 嶋田裕光、課長補佐 岡 朋史 
 （℡:03-3581-4711） 


